
浜と企業のビジネスマッチングの推進
○ 異業種のノウハウ等を活用し、浜プランの成果をさらに高めるため、ＪＦと企業
のビジネスマッチングを推進する。浜との連携を希望する企業の掘り起こしや、
マッチングの場の設置、情報の共有・発信などを積極的に展開していく。

企業連携の事例

11

今後の展望



漁業の成長産業化の前提となる資源の持続的利用体制の確立

12出典：平成２２年度水産白書

○ わが国では、公的規制の他に、漁業者自らが、水産試験場など試験研究機関の指導も得て、地域
の実情に即した自主的資源管理措置（休漁、操業区域制限、漁獲量制限など）（資源管理計画：現
在、全国で１９３０計画）を定め、実施している。

○ 資源の持続的利用体制の確立は漁業の成長産業化の前提である。沿岸漁業は、操業海域が限
定されるとともに多種多様な魚種を来遊状況に応じて漁獲すること等から、地域毎に様々な管理手法
が長い歴史の中で考案され、それを漁業者の共同管理の形で実践してきた。今後は、このような管理
手法を基本としつつ、数量管理等、新たな管理手法の導入を含めて点検・改善し、資源管理計画等
に反映させていくとともに、管理内容を対外的に説明していく。



資源管理の取組事例
「サワラ瀬戸内海系群資源管理漁業者協議会」の取組

○ 瀬戸内海１１府県のサワラ漁業者は、行政・研究機関・漁業団体と連携し、２００２年からサワラの資
源回復・管理措置を共同で実施中。

○ 資源や漁法等に見合った管理措置を選択し、インプットコントロール（休漁等）、テクニカルコントロー
ル（網目拡大の統一実施）、アウトプットコントロール（数量規制）を組み合わせて実施するほか、サワ
ラ稚魚の中間育成や放流等を併せて実施中。
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種苗放流による栽培漁業の取組の効果①ニシン
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種苗放流による栽培漁業の取組の効果②マツカワ

15



ＪＦが行う沿岸域の調整・管理の役割
○ 沿岸域は、共同漁業権漁業、定置網漁業、養殖業、許可漁業等、多種多様な漁業が同時

に輻輳して営まれており、円滑かつ高度な利用のためには複雑な利害調整が不可欠である。

このため、漁業者が組織するＪＦが免許を受け、漁業者間の話し合いを基に調整・管理を

行っている。この漁業権制度の持つ意義とＪＦ・組合員が果たすべき責任について改めて

認識し、現行制度に基づく役割発揮をしていくことを基本とすることが必要である。

16



○ ＪＦが果たしている調整・管理機能について、対外的に丁寧な説明をしていく
とともに、地元漁業者と企業が協調して漁場利用の高度化を図っていくため、企
業側の提案と浜側の意向をマッチングする仕組や場の設定等に取り組んでいく。

17資料：平成27年度水産白書

漁場利用の高度化に向けたＪＦの役割



○ 漁業権行使料等の費用負担について、企業側から透明性の確保を求める

指摘があり、より円滑な連携を進めるため、全漁連が策定したガイドラインに

沿った対応等を行っている。

費用負担にかかる透明性の確保

「漁業生産への企業参入に係る費用負担の透明性確保に関するガイドライン」（抜粋）
（２０１７年３月 ＪＦ全漁連）

＜費用徴収に関する基本的な考え方＞
① 徴収趣旨に合致する適切な名目に整理し、使途と一致させる。
② 算定根拠を示すなど、対価性を明確にし、相互理解に基づき徴収する。
③ 費用徴収に当たっては、規程や契約書、確認書等の書面による契約を締結する。
④ 費用負担は、参入企業と他の組合員と同等に扱うなど、公平性を確保する。

＜費用徴収名目の考え方＞
① 指導事業賦課金：組合員に対する指導に要する経費見合いの負担額について使用する。
② 漁業権行使料：組合管理漁業権に係るの管理に要する経費見合いの負担額について使用する。
③ 漁協施設利用料：ＪＦの施設を利用するに当たっての利用料に使用する。
④ 協力金等：徴収趣旨に合致する適切な名目に変更する。
⑤ 販売手数料：ＪＦの販売事業を利用するに当たっての手数料に使用する。

＜費用の算出例等＞
算出例（漁業権行使料）

ＪＦ役職員による監視取締、環境保全、漁場利用調整、異なる漁業種類間の調整にかかる人件費や、漁業権管
理にかかる事務費（通信費等）を、利用する漁場の面積や漁労資材単位に割り振り（○○円／㎡または○○円／
生け簀１台 等）
※ 漁港等の施設からの距離（利便性差）、潮流など漁場環境や漁場の占有利用面積等の条件の違いに応じて

差を設けている場合は、その理由も明記（説明）する。
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○ 漁業・漁村は、「自然環境の保全、国境監視、海難救助による国民の生命・財産の保全、

保健休養・交流・教育の場の提供」などの、多面的な機能を果たしている。

○ 特に国境監視の機能については、全国に存在する漁村と漁業者による巨大な海の監視

ネットワークが形成されていることから、国民の理解を得つつ、漁業者と国や地方公共団体

の取締部局との協力体制の構築を含め、その機能を高めるための具体的な方策について

関係府省が連携していく必要がある。
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○漁業（漁船）が現場
（海上）で国境監視

○漁村で沿岸域を監視

○漁船から直接あるい
はＪＦを介して、取締
当局へ通報

○当局による出動・取締
の実施等へつながる

これまで・・・

不審船、密入国、
違法操業、密漁 等
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通報
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監視
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更なる取組強化やネットワーク構築で
国民の生命・財産保全に貢献します

○監視・通報ノウハウを
整備し、漁船・漁村住
民へ周知

○取締当局への協力・
連携体制の徹底

○漁業・漁村の持つ国
境監視機能の国民の
認識・理解を促進

○漁業・漁村の存在価
値を再確認

今後・・・
漁村集落
６，２９８

５．６km毎に
漁村が存在

わが国の広い海では、漁業・漁村が「巨大な海の監視ネットワーク」
という大きな役割を果たしている

漁船数
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度

○日本の海岸線の
総延長は約3.5万km

○日本のＥＥＺの
広さは世界第６位

○ＥＥＺはいわゆ
る第２の“国土”

漁業者・漁村のもつ国境監視機能の発揮



ＪＦの収益構造
○ ＪＦは沿岸漁業を営む小規模な漁業者が主体となった生産者組織であり、

販売、購買、指導事業等を実施している。事業において、販売事業が主体であ

ることから、これまで沿岸漁業における漁業生産が低下する中で、漁協の収支

も影響を受けてきた。

○ 近年の諸施策等の効果もあって生産額が回復する中で、漁業者の水揚げ金

額の増加と連動し、ＪＦの収支も改善し事業利益が黒字化。

＜事業総利益に占める各事業の割合（平成27年度）＞

出典：「水産業協同組合統計表（平成27年度）」

＜事業利益（上）、販売事業総利益（中）、漁業産出額（下）の推移＞

出典：「水産業協同組合統計表（平成27年度）」及び「農林水産省「漁業産出額」 」

（単位：億円）
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ＪＦの財務改善に向けた取組
○ 過去の漁業生産額の低迷により、漁業者およびＪＦの経営が悪化。これに対

応すべくＪＦの経営基盤強化を図るため、合併促進法のもと合併を推進。一定程

度、合併は進捗したが、その後繰越欠損金が阻害要因となり、進捗が鈍化。

○ この解消を図るため、2007年度から経営不振ＪＦ対策等を実施。ここに来て繰

越欠損金の解消に目途をつけた。今後は、合併や事業統合を通じた更なる組織

改革を進める段階と認識。

＜沿海地区出資ＪＦと合併参加組合の推移＞

463

350
292 268 233 200 195 172 136 111

0

100

200

300

400

500

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

（単位：億円）

欠損金額

＜要改善JFの繰越欠損金解消に向けた取組推移＞

出典：全漁連調べ
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ＪＦ組織強化に向けた取組

○ ＪＦは販売事業等を通じ、浜の担い手を支え漁業・漁村の振興を図って

行くことが使命。現在、全国各地で進められている浜プラン、広域浜プラン

等、漁業者の所得向上策についても積極的に後押しを行うための経営基

盤の強化が必要。

○ そのため、合併や事業統合、市場統合等に向けた取組みや、販売事業の

拡充、さらには人材の育成等に取組んでいく。

＜府県一ＪＦの経営状況（平成27年度）＞

○「県１ＪＦ」実現：11県域

県１ＪＦにおいては、合併効果を発揮。

スケールメリットを活かし販売事業を中心に展開。

○「県１ＪＦ」構想段階：14県域

○「ブロック合併(複数自立ＪＦ)」構想段階：15県域

＜合併の現状＞

出典：「水産業協同組合統計表（平成27年度）」及び全漁連調べ

4,480人 279人

うち正組合員数 1,978人 133人

職員数 167人 11人

うち指導担当、販売担当 指導11.6人、販売50.6人 指導0.9人、販売2.5人

経常利益
（事業利益+事業外損益）

2.6億円 1900万円

事業利益 1.6億円 400万円

事業外損益 1.0億円 1500万円

購買事業（取扱高） 35.6億円 1.4億円

販売事業（取扱高） 146.7億円 10.4億円

平成27年度 府県一JF（11組合）の平均
JFの平均

(府県一JFを除く､937組合)

組合員数

出資金 29.4億円 1.9億円
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